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八床工業用地地区計画の 
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名  称 八床工業用地地区計画 

位  置 瀬戸市八床町の一部 

面  積  約２５．４ｈａ   

地区計画の目標 

当地区では、ゴルフ場跡地の有効利用を図りつつ、交通利便性を活か

し、周辺の自然環境と調和した緑豊かな工業地の形成を図ることを目標

とする。 

区
域

の
整
備

・
開
発
及
び
保
全

の
方
針 

土地利用の方針 
周辺の自然環境と調和し、生産拠点として良好な工業地の環境を維

持・保全する。 

地 区 施 設 の 

整 備 の 方 針 

良好な工業地を形成するため、緑地、水路及び調整池を配置し、維持・

保全する。 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

土地利用の方針に従い、良好な工業地としての環境を形成するため、

建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の建蔽率の

最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限を定める。 

その他当該地区の 

整備・開発及び 

保全に関する方針 

緑豊かな工業地の環境の向上及び周辺の自然環境との調和を図るた

め、周辺に配慮した緩衝帯緑地を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 八床工業用地地区計画について 
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地

区

整

備

計

画 

地区施設の配置 

及び規模 

緑地 

名 称 面 積 配 置 

緑地１号 約 1.76ha 

計画図表示のとおり 

緑地 2号 約 1.00ha 

緑地 3号 約 0.94ha 

緑地 4号 約 0.01ha 

緑地 5号 約 0.24ha 

緑地 6号 約 0.24ha 

緑地 7号 約 0.20ha 

水路 水路 1号 約 0.31ha 

調整池 調整池１号 約 1.55ha 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならない。 

１ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計

基準である日本標準産業分類に掲げる大分類Ｅ－製造業に属する

工場及びそれに関連する研究開発施設 

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平

成１７年法律第８５号）第２条第１号に規定する流通業務の用に供

するものをいう。） 

建築物の容積

率の最高限度 
２０／１０ 

建築物の建蔽

率の最高限度 
６／１０ 

建 築 物 の 

敷地面積の 

最 低 限 度 

３，０００㎡ 

壁面の位置 

の 制 限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離

（以下、「後退距離」という。）は、４ｍ以上でなければならない。 

ただし、管理（守衛）室及び自転車置場その他これらに類する用途

に供し、軒の高さが３ｍ以下で、かつ後退距離の限度に満たない部分

の床面積の合計が 1５㎡以下であるものを除く。 

土地の利用に 

関する事項 

地区施設の緑地は、その用途以外に利用してはならない。また、地

区施設の緑地の木竹は、伐採してはならない。ただし、次に掲げる行

為はこの限りではない。 

１ 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

２ 除伐、間伐、整枝等木竹の保育のために通常行われる木竹の伐採 

３ 枯損した木竹又は危険な木竹の伐採 

４ 仮植した木竹の伐採 

５ 測量、実地調査又は施設の保守の支障となる木竹の伐採 
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２ 計画図 
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  『地区計画の届出』パンフレットをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地区計画の届出 
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令和３年３月１６日 条例第１２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法 

」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内に

おける建築物に関する制限に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適用区域） 

第２条 この条例は、市長が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定により告

示する名古屋都市計画八床工業用地地区計画（以下「地区計画」という。）の区域内において適用す

る。 

（地区の区分及び名称） 

第３条 この条例における地区の区分及び名称は、地区計画の計画図に表示するところによる。 

（建築物等の用途の制限） 

第４条 第２条に規定する地区計画の区域内においては、別表に掲げる建築物は、建築してはならない。 

２ 法第３条第２項の規定により前項の規定の適用を受けない建築物について、次に掲げる範囲内にお

いて増築又は改築をする場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前

項の規定は、適用しない。 

⑴ 増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により前項の規定の適用を受けない建築物につい

て、法第３条第２項の規定により引き続き前項の規定（当該規定が改正された場合においては、改

正前の規定を含む。）の適用を受けない期間の始期をいう。以下この項において同じ。）における敷

地内におけるものであり、かつ、増築後又は改築後における延べ面積及び建築面積が基準時におけ

る敷地面積に対してそれぞれ法第５２条第１項、第２項又は第３項及び法第５３条の規定に適合す

ること。 

⑵ 増築後の床面積の合計が基準時における床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

⑶ 前項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の増築後の床面積の合計が基準時におけるそ

の部分の床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

（建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の容積率（建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合）は、１０分の２０以下でなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定する建築物の延べ面積の算定については、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第

３３８号）の規定の例による。 

（建築物の建蔽率の最高限度） 

第６条 建築物の建蔽率（建築物の建築面積の敷地面積に対する割合）は、１０分の６以下でなければ

ならない。 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第７条 建築物の敷地面積は、３，０００平方メートル以上でなければならない。 

２ 前項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による建築物の敷地面積の減少によ

り、当該事業の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土地で第１項の規定に適合しなくな

るもの及び当該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用

するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場

合においては、適用しない。 

（壁面の位置の制限） 

４ 名古屋都市計画八床工業用地地区計画の区域内に

おける建築物の制限に関する条例 
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第８条 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離（以下「後退距離」という。）

は、４メートル以上でなければならない。 

２ 前項の規定は、管理（守衛）室及び自転車置場その他これらに類する用途に供し、軒の高さが３メ

ートル以下で、かつ、後退距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１５平方メートル以下の建築

物である場合は、適用しない。 

（建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合の措置） 

第９条 建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合は、当該建築物又は当該敷地の全部につい

て、第４条から前条までの規定を適用する。 

 （公益上必要な建築物の特例） 

第１０条 市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したものについては、その許可の範

囲内において、この条例の規定は、適用しない。 

 （委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （罰則） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第４条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

⑵ 法第８７条第２項において準用する第４条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の

所有者、管理者又は占有者 

⑶ 建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第７条の規定に違反することと

なった場合における当該敷地の所有者、管理者又は占有者 

⑷ 第５条第１項、第６条、第７条、第８条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の設計

者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合において

は、当該建築物の工事施工者） 

第１３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関して、前条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条

の罰金刑を科する。 

附 則 

この条例は、名古屋都市計画八床工業用地地区計画に係る都市計画法第２０条第１項の規定に基づく

告示の日から施行する。 

 

 

別表（第４条関係） 

建築してはならない建築物 

 次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類に

掲げる大分類Ｅ－製造業に属する工場及びそれに関連する研究開発施設 

２ 物流施設（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成１７年法律第８５号）第２条

第１号に規定する流通業務の用に供するものをいう。） 
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地区計画の内容について、ご質問等ございましたら 

下記までお問い合わせ下さい。 
 

〒４８９－８７０１ 

 愛知県瀬戸市追分町６４番地の１  

瀬戸市役所 都市計画課 建築指導係 

TEL ０５６１（８８）２６８６（直通） 

 

 


